
※ 雇用保険被保険者数については、一般、高年齢、特例被保険者の合計値。雇用保険受給者実人員については、一般被保
険者の数値である。 
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近畿ブロックの雇用動向 

【平成29年1－3月期の雇用情勢判断】 
 「雇用情勢は、改善が進んでいる」（判断維持）      



企業の生の声 

女性の活躍推進について 
○３０１人以上企業 
 ・育児・介護に限定し、週2日の在宅勤務を認める制度を導入。20名程が在宅勤務を実施して   
  いる。（大阪 食品製造業） 
 ・育児中の社員については、自宅で仕事ができるよう「テレワーク」の制度を進めている。産前 
 産後休業・育児休業から復帰した小学校までの子がいる社員が、部門長に自宅でできる業務  
 であると承認された場合に、月４０時間まで利用可能だが休日・深夜は不可。デザインや事務 
 等の業務が主。テレワークの翌日にはレポート提出が必要。 （京都 産業用機器製造業）  
○３００人以下企業 
 ・女性にも施工管理等に必要な資格を積極的に取得させたところ、同僚の間で実務者として 
  の認識が高まり、退職されたら困るとの意識が広がった。本人も継続勤務を強く希望するよ 
  うになった。（滋賀 建設業） 
 ・事業所内託児所を設けたことで、結婚・育児による女性退職者はなくなった。（奈良 製造業） 
 ・男性の学校推薦が多かったため、学校担当者に女性も推薦してもらえるよう依頼したところ、 
  女性の推薦をもらえるようになり女性の応募者が増えた。（和歌山 梱包用品製造業） 
 ・女性社員の比率が少ないため、女性からの応募者を積極的に採用したり、各店舗のレイア 
  ウトを女性社員中心に企画させる等、女性が活躍できる職場を社内外にアピールする取組   
  を行っている。 （和歌山 自動車販売・整備業） 

学卒担当窓口の声 

〇 求職者が重視している要素はどのようなものがあるか。 

・経験や免許・資格のない求職者が多いので、面接において前向きな姿勢でハキハキした対応 
 ができ、好印象を与えられる方が早期就職に結びついている。（和歌山） 
・高校については、進路指導担当教諭や担任の就職支援を積極的に受け、就職したいという気 
 持ちがはっきりしている求職者が、大学等については、キャリアセンターやゼミのつながりを活 
 用し、積極的に企業説明会やOB・OG訪問を行っている求職者が、就職につながりやすい。 
 （大阪） 
・求職条件（休日や給与面等）にこだわりが少ない求職者の方が、多少条件と相違していても対 
 応できる。（滋賀） 
・留学生であれば、日本語能力試験N1＋中国語または韓国語＋英語（TOEIC700以上）の方。 
 （京都） 

〇 どのような求職者が就職に結びつきやすいと感じているか。 

・求人票の仕事内容が明確で分かりやすく書かれていることを重視しており、会社の写真やホー 
 ムページ等、求人票以外の情報があるほうが、応募につながりやすい。（奈良） 
・転勤なし（自宅通勤希望者が多い）もしくは関西圏のみ希望など、地元就職希望。（兵庫） 
・女性の場合、育休や産休制度の実績がある事業所。（京都） 
・定着率を重視する傾向が強い。（大阪） 



子育て期の女性就業について 

 日本の年齢階層別女性労働力率は、統計上労働力として把握される15歳から上
昇し、25歳～29歳層でいったんピークに達し、その後下降、35歳～39歳層で底を打
ち、その後上昇して45歳～49歳層で再びピークに達しその後下降する、いわゆるM字
カーブを描いている。 
 
 近年は、30歳～44歳層の「M字カーブのへこみ」部分は解消されつつあるが、近畿圏
においてはまだはっきりと残されている。 
 
 そこで、女性労働力率を規定するものは何か、女性労働力率が高いまたは低い各地
域において何が高低の原因であるのかを、M字カーブのへこみの原因を探ることを通じて、
探ってみることとする。 
 そして、特に近畿圏において女性労働力率が低いことに関する原因を分析する。 
  

３ 雇用動向におけるトピック 
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 以下の特徴的な4グループについて、それぞれの傾向を調べることとした。 

グループⅠ 

 保育所の定員が全国平均より多く、女性の労働力率が高い。 

グループⅡ 

 保育所の定員は平均（226.2人）程度だが、女性の労働力率が高い。 

グループⅢ 

 保育所の定員は全国平均より少ないが、定員の割に女性の労働力率が高い。 

グループⅣ 

 保育所の定員が全国平均より少なく、定員の割にさらに女性の労働力率が低い。 

 子育て期の女性労働力率に関わる要素として、女性の就業意欲、女性の働く場所、当該女性以外
が子育てを担う機能など様々考えられ、これらに関係する様々なデータを分析したところ、最も相関関係
が強かったのが、「都道府県別 30歳～44歳の女性1,000人に対する保育所定員」であった。 
 都道府県別30歳～44歳の女性1,000人に対する保育所定員と、30歳～44歳の女性労働力率と
の関係を示したものが、前ページの図である。 
 
 Ｒ

2
＝0.7と強い相関がみられ（一般的に絶対値0.7以上で強い相関とされる）、ｔ値が-7.9（絶

対値2.0以上で有意とされる）、P値が100億分の4.3（0.05を下回れば有意とされる）となっている
ことから、極めて有意であると判断できる。 
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グループⅠ 
（青森、秋田、新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、鳥取、島根、高知、佐賀、熊本、宮崎） 

 
 保育所の定員が全国平均より多く、女性の労働力率が高くなっている地域であり、
女性の活躍が進んでいるとみられる地域である。 
 その特徴は以下のとおりとなっている。 
 
１ 役割分担意識について 
 「夫が外で働き、妻が家を守る」を自分の家庭の理想とする割合が低い地域が多く、
山梨を除き、すべて20位以下となっている。 
※山梨はグループⅠの中では労働力率が最も低くなっており、回帰直線より下部に位
置している。 （P10 図①） 
 
２ 待機児童数について 
 待機児童数が少ない県が多い。 
 すべての県で6歳未満人口1,000人に対しての待機児童数が3人未満であり、青
森、新潟、富山、石川、福井、山梨、長野、鳥取で0人となっている。 
（P10 図②） 
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グループⅡ（山形・群馬） 

 

 保育所の定員が平均程度にもかかわらず、女性の労働力率が回帰直線を相当かい離
して高くなっている２県である。保育所定員以外の要因で女性の労働力率が高くなってい
るとみられる。 
 
１ 山形県について 
・30～44歳女性の三世代同居率(注)について、山形県が34.2％と全国1位であり、2
位の秋田県（29.2％）を大きく引き離しており、非常に高い水準となっている。 
 （P11 図③） 
保育所がなくても子供を見てもらえる環境が整っているとみられる。 
・「夫が外で働き、妻が家を守る」を自分の家庭の理想とする割合が全国で40位と低くなっ
ており、女性の就業意欲が高い。 （P10 図①） 
（注）30歳~44歳女性の三世代同居率と女性の労働力率との相関係数は0.48と、全国でみると相関関係は    
    高くない。ただし、2位以下の県の労働力率も、保育所の定員の割には高くなっている。 

 
２ 群馬県について  
・人口100人当たりの車の保有台数が全国1位となっており、自宅から遠い場所の保育所
でも預けやすい環境であると考えられる。  （P11 図④） 
・事業所内保育施設も比較的多い。  （P12 図⑤） 
・30歳～44歳女性に占める外国人の割合が3.5%と全国4位である。 （P12 図⑥） 
 また、外国人のうち24.7%がブラジル国籍であり、ブラジル人女性の労働力率が高いこと
も、労働力率を押し上げているとみられる。 
※30歳~44歳女性人口184,580人 うち外国人6,445人（うちブラジル人1,179人）（H27国勢調査) 
※ブラジル人女性の労働力率73.8%（外国人平均 58.4% 日本人 49.5%)（H22国勢調査） 
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グループⅢ 
（宮城、福島、栃木、静岡、愛媛、福岡） 
 
 少ない保育所の定員の割に、比較的女性の労働力率が高くなっている地域である。 
 その特徴は以下のとおりとなっている。 
 
１ 待機児童数について 
 待機児童数が比較的多くなっているが、その反面、認可外保育施設数・利用人数が多く、
保育所の定員の少なさを補っているとみられる。 
 （P10 図②、 P12 図⑤） 
 
２ 失業率について 
 栃木、静岡を除き、30歳～44歳女性の失業率が比較的高く、4％以上となっている。 
 離職しても家庭に入る選択をせず、次の仕事を探す女性が比較的多いとみられる。 
 （P13 図⑦） 
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グループⅣ 
（神奈川、愛知、滋賀、京都、兵庫、奈良、和歌山、広島） 
 

 少ない保育所の定員に対して、さらに女性の労働力率が回帰直線をかい離して低くなっ
ている地域である。 
 その特徴は以下のとおりとなっている。 
 
1 役割分担意識について 
  自分の家庭の理想が「夫が外で働き、妻が家を守る」ことだと回答した割合が、滋賀を 
除くすべての府県で20位以内に入っており、役割分担意識が強いとみられる。 
 （P10 図①） 
 また、夫の家事参加時間が短い府県が多くなっている。  （P13 図⑧） 
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 神奈川県は、保育所の定員数が全国で最下位となっているのに対して、6歳未満人口
1,000人に対する待機児童数は1.1人と全国平均（3.9人）を下回っているが、以下の
事情も影響している可能性が考えられる。  （P10 図②） 
 
 神奈川県の28年4月1日付け待機児童数は497人と発表されているが、認可外保育
所入所者や、求職活動を休止した者、特定の保育所を希望している者、育児休業を延
長した者は待機児童に含まれておらず、保育所に入所申し込みを行ったが入所しなかった
保留児童数は8,967人となっている。 
（28.6.8 「保育所等利用待機児童数の状況について」 神奈川県県民局発表） 

 近畿ブロックについてみると、大阪以外のすべての府県がグループⅣに属しており、大阪も
近い位置にある。 
 女性の労働力率・保育所の定員とも、全国と比較して低い水準となっており、特に奈良
は30歳～44歳女性の就業率が全国で最下位となっている。 
 
 また、待機児童数でみると、滋賀・大阪・兵庫・奈良で高い水準となっており、保育所の
定員を増やすことにより、女性の労働力率が上昇する余地が大きいと思われる。 
 （P10 図②） 
 
 夫の家事参加時間について、近畿は奈良以外すべての府県が下位10位以内に入って
おり、特に和歌山は全国で最下位となっている。  （P13 図⑧） 
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 沖縄県について 
 
 沖縄県の待機児童数は、全国1位となっている。6歳未満の人口1,000人に対する待
機児童数は25.6人と、2位の東京（13.5人)を大きく上回っている。 
 （P10 図②） 
 
 しかしながら、認可外保育所入所児童数も全国1位となっている。6歳未満の人口
1,000人に対する認可外保育所入所者数は196.0人と、2位の東京都（54.0人）と
大きな差がある。  （P12 図⑤） 
 
 認可保育所に入れなかった場合の受け皿が多いとみられる。 
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グループⅠ グループⅡ グループⅢ グループⅣ

計 順位 男 順位 女 順位

全国平均 -9.15 -8.50 -9.90

宮城県 -0.90 1 -3.50 9 1.60 1

兵庫県 -0.90 2 -0.15 3 -1.60 4

奈良県 -1.30 3 -1.40 6 -1.20 2

山口県 -2.50 4 -0.35 4 -4.55 7

福岡県 -2.90 5 0.25 2 -5.75 13

三重県 -3.70 6 -1.85 8 -5.60 12

愛知県 -4.30 7 -1.70 7 -7.00 17

広島県 -4.50 8 -7.75 21 -1.35 3

茨城県 -4.70 9 -6.20 17 -3.05 5

千葉県 -5.10 10 -5.30 15 -4.85 9

長崎県 -5.10 11 0.65 1 -10.35 31

栃木県 -5.30 12 -5.15 14 -5.50 11

京都府 -5.30 12 -3.65 11 -6.85 15

神奈川県 -5.60 14 -6.65 18 -4.55 6

愛媛県 -5.90 15 -3.60 10 -8.25 23

山梨県 -6.70 16 -8.65 22 -4.60 8

大分県 -6.90 17 -8.70 23 -5.30 10

大阪府 -7.50 18 -5.70 16 -9.10 26

和歌山県 -7.50 18 -1.10 5 -13.50 36

埼玉県 -7.60 20 -6.85 19 -8.50 24

香川県 -8.40 21 -10.00 28 -7.00 16

佐賀県 -8.60 22 -11.00 32 -6.35 14

石川県 -8.70 23 -9.55 26 -7.85 21

福島県 -8.90 24 -4.95 13 -12.80 34

岐阜県 -9.00 25 -10.40 29 -7.45 18

北海道 -9.10 26 -8.95 24 -9.25 27

東京都 -9.10 27 -9.20 25 -8.90 25

滋賀県 -9.30 28 -11.10 33 -7.50 19

徳島県 -9.30 28 -10.80 30 -7.85 20

鳥取県 -9.40 30 -10.80 30 -8.00 22

岡山県 -9.80 31 -7.15 20 -12.45 33

静岡県 -10.00 32 -4.15 12 -16.00 38

新潟県 -10.40 33 -11.50 34 -9.30 28

熊本県 -10.70 34 -11.90 35 -9.65 29

鹿児島県 -11.40 35 -9.70 27 -13.00 35

群馬県 -11.50 36 -12.75 37 -10.20 30

青森県 -13.10 37 -13.95 43 -12.40 32

宮崎県 -13.20 38 -12.80 38 -13.55 37

秋田県 -14.40 39 -12.65 36 -16.20 39

山形県 -16.30 40 -13.25 39 -19.35 45

福井県 -16.30 41 -13.75 42 -18.85 42

島根県 -16.50 42 -16.05 45 -16.95 40

沖縄県 -17.20 43 -15.60 44 -18.80 41

富山県 -17.40 44 -13.40 40 -21.40 46

長野県 -18.40 45 -17.85 46 -18.90 43

高知県 -19.10 46 -13.50 41 -24.45 47

岩手県 -20.20 47 -21.35 47 -19.10 44

DIとはDiffusion　Indexの略。
意識調査に対する4段階の判断にそれぞれ以下の点数を与え、
これらをそれぞれ各解答区分の構成比（％）に乗じて算出している。

そう思う ＋１．０
ややそう思う ＋０．５
あまりそう思わない －０．５
そう思わない －１．０

①地域における女性の活躍に

関する意識調査のDI値
（内閣府男女共同参画局、平成27年）

自分の家庭の理想は、「夫が外で働き、

妻が家を守る」ことだ
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グループⅠ グループⅡ グループⅢ グループⅣ

（か所数） （人） （人） （順位） （か所数） （人） （人） （順位）

北海道 252 6,862 30.4 12 247 4,785 21.2 3

青森県 35 736 14.1 30 24 298 5.7 46

岩手県 50 791 14.6 29 47 947 17.5 6

宮城県 156 4,010 37.3 8 91 1,578 14.7 17

秋田県 22 848 23.0 19 19 253 6.9 45

山形県 81 2,373 48.5 3 42 698 14.3 19

福島県 111 3,209 39.3 7 71 1,415 17.3 8

茨城県 109 2,664 20.1 23 144 2,377 17.9 5

栃木県 65 1,059 11.3 36 101 1,393 14.9 13

群馬県 62 1,219 13.5 31 82 1,414 15.7 11

埼玉県 406 9,071 26.4 17 212 4,454 12.9 22

千葉県 252 6,118 21.5 21 247 3,918 13.7 20

東京都 1,333 33,836 54.0 2 365 4,351 6.9 44

神奈川県 660 19,302 43.8 5 251 4,762 10.8 29

新潟県 40 545 5.4 47 58 767 7.5 43

富山県 43 411 8.9 40 36 474 10.3 34

石川県 14 316 5.7 46 37 231 4.2 47

福井県 37 308 8.1 44 35 375 9.9 36

山梨県 29 436 11.8 34 39 365 9.9 35

長野県 75 841 8.6 42 72 962 9.9 37

岐阜県 54 892 9.2 38 118 1,614 16.6 10

静岡県 167 3,596 20.1 22 132 1,874 10.5 33

愛知県 306 4,902 12.4 33 215 3,650 9.2 39

三重県 44 803 9.3 37 80 1,052 12.2 27

滋賀県 39 1,416 18.2 26 50 850 11.0 28

京都府 69 1,504 12.8 32 93 1,270 10.8 30

大阪府 388 8,887 21.5 20 275 5,511 13.3 21

兵庫県 298 9,760 36.9 9 225 3,935 14.9 15

奈良県 26 551 9.0 39 48 652 10.6 32

和歌山県 19 281 6.6 45 54 742 17.5 7

鳥取県 18 229 8.3 43 19 412 14.9 14

島根県 10 288 8.8 41 21 411 12.6 24

岡山県 70 1,744 18.6 25 91 1,180 12.6 25

広島県 138 2,906 20.0 24 120 2,096 14.4 18

山口県 74 1,605 25.4 18 73 1,640 26.0 1

徳島県 33 1,099 34.2 11 46 748 23.3 2

香川県 27 525 11.6 35 38 436 9.6 38

愛媛県 65 1,694 27.0 16 49 974 15.5 12

高知県 37 825 27.0 15 32 617 20.2 4

福岡県 337 7,538 28.3 14 163 2,075 7.8 42

佐賀県 44 650 14.9 28 51 646 14.8 16

長崎県 38 1,094 16.3 27 56 857 12.8 23

熊本県 94 2,658 28.4 13 63 1,170 12.5 26

大分県 69 2,289 41.2 6 39 470 8.5 40

宮崎県 84 2,712 47.3 4 30 464 8.1 41

鹿児島県 117 3,045 35.8 10 103 1,428 16.8 9

沖縄県 426 19,429 196.0 1 57 1,069 10.8 31

全国計 6,923 177,877 29.5 4,561 73,660 12.2

平成27年度認可外保育施設の現況取りまとめ（厚生労働省）

事業所内保育施設
6歳未満人口千人に対する

入所人数

6歳未満の人口千人に対する

入所人数

⑤認可外及び事業所内保育施設数・入所児童数一覧（平成28年3月31日現在）

認可外保育施設
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